
2．消費生活の内容

４　食生活における消費

・大きく変化する食生活　　全世帯の消費支出のうち

食料費の比率，いわゆるエンゲル係数は漸次下落して

いることは前にものべた。しかし，食料費支出そのも

のは物価騰貴を差引いても増加していることは前述の

とおりである。消費水準の上昇にともない，食生活の

内容も変化してきている。食料費のうち，主食と副

食，し好食品の比率を主食１をとした比率で示すと，

表３ー11のようになる。

　主食に対する副食および菓子，果物，酒などのし好

食品の比率力，37年には大幅に増している。また，主

食が食料費に占める比重は35年25.3％から,37年19.5

％へとかなり後退している。また，主食の内容も変化

していることに注意したい。

・食生活は洋風化している　　穀類費のうちパン類へ

の支出の割合をパン食比率と呼ぶが，この比率は35年

11.9％,36年12.6％,37年13.7％を，漸次パン食比率

が高まっており食生活の洋風化の強化を示している。

東京都のこの比率は,37年に15.2％で横浜よりも高

く，全都市平均,は9.7％で横浜よりはるかに低い。

また，洋風化の一つを示す指票として用いられる肉卵

表3-11　　食料費の構成（昭和37年） （主食＝1）

19.5％,36年19.8％,37年には20.2％と漸次上昇し，

副食にあっても洋風化の程度が進んでいるといってよ

い。ただし，この肉卵乳比率が，横浜では全都市平均

の20.5％よりも僅かながら低いことは一考を要する。

ただ，この比率の分母は主食以外の食料費全部で，し

好食品費，外食費の支出が多いと小さくなるから，い

ちがいに，横浜市民のとる動物性食料品のとる量が，

全都市よりも少ないとはいえない。表3―12は,全都

市，東京都，横浜の１人当たりの動物性食品の年間消

量費を掲げたものであるが，横浜は，東京都よりも低

いが全都市平均よりもかなり多い。また,34年と比較

すると，たとえば牛乳は１人当り50.5本から75.7本へ

とかなり増加し，バター，鶏卵の消費量も増加してい

る。魚類の消費は生鮮，塩干とも減少し，肉類は豚，

鶏卵ハム，ソーセージ等の消費が増加している。魚類

消費の減少は，値上りによるものと，魚類から肉類へ

表3-12　動物性食料の消費量（1人当り年間）
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と趣向への変化の両者を反映しているものといえよ

う。

２　住生活における消費

・増加する住居費　　一般に，家賃は，１畳１千円が

相場であるとか，もう１千500円になっているなどと

いわれている。では，その実態はどのようになってい

るのであろうか。ここでは，総理府総計局の家計調査

年報によってのべてみよう。昭和36,37年の全都市世

帯１ヵ月平均の住居費支出は３千399円，３千951円

であったが，横浜市の場合は，３千617円，4千509

円であった。一般に，住居費支出は人口集中の激しい

大都市や，発展途上にある都市ほど高いと考えられる

が，横浜市の住居費支出の動向についてしらべてみよ

う。

　いま,33年から37年の５年間の住居費支出をみる

と，表3―13のとおりとなる。

この５年間に，横浜市全世帯の消費支出額は年10％

程度ずつ堅実に増加を続けてきたのに，住居費の動き

は35年で低下し,36年，37年にかけて急増している。

全国の都市平均では,35年の対前年比は7.3％の増加

率であったから，一般に住居費の増加率が35年では停

帯気味であったことは明らかである。しかし，横浜市

表3-13　横浜の住居費支出の推移（全世帯）
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のように低下したというのは例外的な場合として，注

目すべきであろう。同じ住居費支出を，こんどは消費

支出総額に対する割合でみよう。それは，同じく表3

―13によって示されるとおり，かなりの変化を示して

いる。住居費支出は，このように，金額からも消費支

出中の比重からもかなり'不安定であることがわか

る。

・家具什器の占める割合　　住居費支出は，なぜ不安

定なのだろうか。この疑問をとくためには住居費の内

容についてみなければならない。家計調査による住居

費には家賃地代，設備修繕の狭義の住居費のほかに，

水道料と家具什器がふくまれている。つまり，普通の

意味での住居費よりは広い意味なのである。なかでも

家具什器費は住居費支出全体の約50％を占めており，

しかも年によってかなりの変動をみせている。

　家具什器への支出は，表3－14に示すとおりであ

る。32年から34年にかけて増加を続けてきたものが，

35年には１千518円に減少し，36,37年に再び上昇し

ている。消費支出全体に対する比重も変動している。

だから,35年に住居費が低下したのは，家具什器の減

少によるところが多いといえる。全都市についてみて

表3-14　家具什器に対する支出（全世帯）



も,35年の家具什器費は，4.8％しか増加していなか

った。これはテレビを中心とする家庭電化用品が普及

したためと考えられるが，横浜市では金額上からも減

少しているのが特色である。

　36年の家具什器費の割合4.8％は，他都市と比較し

て低い方ではない。念のため比較すると，東京4.6％

大阪3.7％，神戸3.8％，名古屋4.3％のいずれより，

も横浜市は高く京都5.4％よりも劣るが，ほぼ全都市

平均4.9％にちかい。ただし,37年では4.9％であり，

全都市平均5.4％，東京5.1％に比べて少し低い。他

都市でも5％台　（京都は4.4％）である。

・住宅充足率は85.3％　　家賃地代の問題にはいるま

えに，横浜の住宅状態を簡単に説明しておこう。30年

国勢調査の古い数字であるが，横浜市の市民１人当り

畳数は，2.84であった。これは，東京の2.87はもと

より他の４大市よりも低い。また，住宅戸数を普通世

帯数で割ったものを住宅充足率とよぶと，横浜市は，

89.3％であって，これは東京の86.9％｡よりも高いが，

他の４大市よりは低かった。また,住宅充足率は,36

年で85.3％と低下し，入口増による世帯数の増加率が

追いつけないことを示している。

　持家に居住している世帯の割合は,30年で66.9％で

これは東京の54.7％はもとより他の４大都市中の最高

である。しかし，それ以後は減少しており,33年63.8

％，35年61.4％になり，逆に，貸家率は30年25.7％,

33年29.1％,35年31.4％とだんだん上昇し，市内にお

ける賃貸住宅の建設が，個人住宅建設よりはるかに早

い速度で進んでいることを示している。

　以上のことは，（1）1人当り居住面積では横浜市民は

大都市中最低である。(2)したがって，住宅の不足が著

しいが，(3)持家に居住する世帯が多く，逆に借家借間

の不足を物語っている。この調査以後,住宅建設が増

加しているのはもとよりであるが，人口集中も激しい

から以上のような基本的な条件はあまり変化していな

いと考えてよいであろう。

・家賃借間料のはげしい上昇　　ところで，家賃地代

の動きであるが，それは,とくに,35年から36年にか

けて急激に増加している。具体的に数字をならべると

33年１ヵ月１畳当り623円，34年793円,35年706円

であったが,36年には,988円と前年に比較しして30％

以上の増加になった。これは全都市的傾向と同じであ

って，とくに家賃借間料の上昇は現在も著るしい。好

むと好まないとにかかわらず，流入人口の増加が激し

いかぎり，住宅不足問題は，今後も深刻化するであろ

う。

　これに反して，設備修繕費は,33年の714円が最高

で，翌34年595円が最低である。35年には，711円と｡

住居費全体が低下しているときにかえって増加し，36

年の住居費増加の時斯には662円と，逆に減少してい

る。全都市平均では,36年の設備修繕費は531円であ

ったから，横浜市の支出水準は，高いことは事実であ

る。けれども，全都市平均では，対前年比2.7％と増

加したのに，横浜市では減少している。これも検討を

必要とする問題であろう。

　最後に水道料は170円から180円の間で安定してい

る。これは，公共料金でもあり，とくに問題はなかろ

う。
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３教育における消費

・小中学校教育費は３年間に2倍の増加子どもの

成長と幸福のために，横浜市の家庭が負担する教育費

の１世帯当りの年間支出額は，毎年増加している。昭

和35年と37年の総理府統計局の調査年報によれば，年

間１世帯当りの支出は１万３千556円であり，昭和37

年には２万２千675円であり，約1.7倍も増加してい

る。昭和38年度は，推計であるが，昭和35年の２倍近

くになるといわれている。これは，私立学校の授業料

値上げや,入学金の値上げなどの影響によるものとお

もわれる。学校種別にみると，小中学校教育費は，昭

和35年の３千698円に対し，昭和37年６千759円であ

り，高校教育費は，4千049円が，8千551円になり

大学教育費２千745円が４千233円になり，昭和35年

から昭和37年にかけて全般的に教育費は増加している

が，なかでも小中学校教育費支出が。2倍近くに増加

している。また幼稚園の増加率もいちじるしく，昭和

35年に814円あったのが，昭和37年には２千231円と

なり，約2.7倍の増加率である。とくに幼稚園への教

育費支出の増大は,･公立幼稚園がなく，ほとんどが私

立幼稚園であること，これに併行して，父母の教育熱

の普及によるものとされている。

また，昭和37年度の全国都市平均と比較すると，横

浜市の１世帯年間教育費支出は，約1.6倍で，小中学

校約1.3倍，高校1.7倍，大学2倍，幼稚園1.3倍で

ある。この場合は，大学教育費の支出の伸びが目立っ

ている。

教育費と別に計上されている文房具費は，昭和35年

１千288円に支出に対し，昭和37年には１千424円と
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なって，やはり増加の一途をたどっている。

横浜市自体が負担する１世帯当りの教育費の割合は

昭和33年度５千154円に対し，昭和36年にぱ６千073

円であり，１年平均5.9％の増加にすぎない。横浜市

は，父母の教育費負担のいちじるしい増加傾向に，も

っと注意を喚起すべきであろう。

・１月２千円の父母負担　　とくに小・中学校への教

育費支出は，できるだけ軽減する必要があろう。ある

資料によれば，現在小学校に通学させるためには，年

間，2万106円，月額にして約１千880円の教育費が

必要であるとしている。また，このような教育費負担

は，低中額所得者層にとって，食費もきりつめて教育

費にあてているといわれる。横浜市民は，もっと自治

体や国にたいし義務教育の国庫負担を増額するよう働

きかけ，教育費の父母負担を少しでも軽減していく必

要があろう。また今後，二部授業，不正常授業の解

消，危険校舎の改築などを含めた，義務教育諸施設の

拡充整備を積極的に実現し，父母負担の軽減をはか

り，教育環境の整備に目をむけていくことが必要であ

る。同時に父母自身も，教育の内容に関心をもち，市

民の教育の内容をしり，教育の未来像をもって真剣に

考えていかなければならない。

４　文化，娯楽生活における消費

・教養娯楽費は年間３万５千円　大量生産，大量宣

伝，大量消費という日本の独占的企業や大企業がつく

りだした消費支出のムードの中で，横浜市民は，いか

に対応したかという点を，新聞，雑誌，テレビ，ラジ

オなど，すなわちマス・コミに対する物的支出面でつ

かまえてみよう。これは消費支出面では,教養娯楽費



　の支出といわれているが，この点を少し詳しくみてみ

　よう。

　　この教養娯楽費は，「文化的消費」の中心とまでい

われ，横浜市民の生活水準の程度を示すものといわれ

　たりする。ちなみに，昭和37年に，横浜市民は，教養

　娯楽費にいかなる支出をしたかをみると表3－15のと

　おりである。

　　この表でみる限り，横浜市民の教養娯楽費は，全国

　都市平均よりも年間３千円余り増加しており，新聞

　代，週刊誌代，ラジオ聴取料，テレビ聴視料などの点

　でも,全国都市平均よりも伸びているということであ

　る。新聞代では，全国都市平均支出より,322円，テ

　レビ聴取料では約400円近く増加している。雑誌代で

は，低下している。目立つのは，その他の教養娯楽用

表3-15　教養娯楽費の１世帯当り年間支出額（昭和37年）

品で，2千800円ほど多く支出している点である。し

かい家計費中自

均２千083円,5.7％であって，これは，東京の6.4％

をはじめ他の大都市のなかでは，大阪と同率の最低値

である。37年には，1ヵ月3千053円と｡いちじるしく

増大し，消費支出に占める割合も6.9％となっており

全都市平均（6.8％）とほぼ同率となったが，ただし

東京の7.7%よりは，まだ低い。

・テレビの普及は映画に強い影響　　総理府統計局の

資料によると，横浜市民にとっては,東京都民と同じ

く，映画観覧料の支出は昭和33年に比べて半減し，ラ

ジオ聴取料ならびにテレビ聴視料支出が，いちじるし

く増大しているということである。これは，テレビの

普及率の増大，いわゆる耐久消費財の増大によるのに

対して，映画観覧料の支出の半減は，映画産業などが

衰退じていることをものがたっている。

　マスコミ関係の消費水準は，新聞代，雑誌代など全

国都市平均を上回っているが,これは，一面で,マス

コミの受け手としての意欲を示しているといえようが

その中身の検討をしない限り，正しい結論はくだせな

いであろう。

・市民は文化水準が高いというが　　横浜市民が，全

国都市市民の教養娯楽費支出と比べて，全体的に高い

ということは，現象的には文化的消費水準が高いとい

えそうであるが，その中身が，例えば，低額所得階層

が，せまい四畳半で，食パンを食べながらテレビをみ

るといった消費内容，ずなわち「食費を犠牲にしても

テレビを」といった消費内容が多ければ，決して文化

的消織水準が，高まったとはいえないのである。しか
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し，全体としては全国都市平均よりやや高いというこ

とだけはいえるであろう。さらに問題なのは，横浜市

民が教養娯楽にたいする支出をぶやしているというこ

とは，同時に所得水準一般が向上していることによる

よりもむしろ，錯綜せる都会生活の中での慰安を求め

るという精神面からきているといえる。

　またテレビの聴視料支出が増大したということは，

さきにもふれたように，耐久消費財の普及のあらわれ

であり，その普及率を職業別にみると，会社団体など

の経営者世帯から個人営業世帯や職員世帯へと移り，

その後労働者，その他の世帯にうつり，農家への普及

を強めていったことのあらわれである。昭和37年２月

現在では，経営者世帯が94％，職員，個人営業世帯が

82％，労働者世帯が66％，その他世帯が62％であり，

したがって聴視料支出も　この順で，ほぼ位置づける

ことができよう。　

　また印刷刊行物や中学校以上の教科書代支出は，こ

の２年間に印刷費が３割から４割ほど騰貴しているだ

め，こんごさらに増大することであろう。

・７割の世帯が年１回の旅行　　余暇消費支出の急速

な増大に伴って，余暇消費としての旅行は急速に一般

化，大衆化している，といわれている。全国的にみて

も，約７割の世帯は年間少なくとも１回の旅行に行っ

ている。昭和37年度の『国民生活白書』はこの点をこ

う説明している。「産業構造の変動に伴う都会人口の

過剰集中化とそこから生ずる異常な生活環境から逃れ

て，自然環境の中に，精神の緊張緩和を求めるという

当然の現象であろう」と，昭和35年度の国立公園の利

用者は約９千万人，国定公園を合わせると１億４千万
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人にもおよんでいる。たしかに現象的には,『国民生

活白書』のいうとおりであろう。

・旅行支出は1世帯4千円　　では横浜市民は年間ど

の位旅行に支出しているだろうか。

　昭和37年の年間１世帯当りの旅行費支出は,4千

020円で，全国都市平均は３千266円であるから，し

たがって全国平均より0.89倍ほど上回っている。とく

に，名古屋の２千036円と比較して２倍も支出してい

るが，東京都民の５千566円よりはかなり低く，京

都，神戸，大阪よりはやや高い位置にある。一般的に

は横浜市民は旅行好きである。

　東鉄管内の団体旅行の輸送人員をみると，昭和32年

以降順調に伸びており，昭和36年には約700万人近く

になった。35年との比較では10万人の増加である。輸

送人員は，前年にくらべ23％，46万人の増加を示して

いる。横浜市民のばあいも，その輸送人員はこの東鉄

管内団体旅行の輸送人員に比例して，増加をたどって

いるといって過言でないであろう。

　・１泊２日が６割を占めている　　日本観光協会の調

査によると,1泊以上旅行したものが55％であるから

横浜市民は，１年間に半数のものが旅行したことにな

　る。職業別では，学生が70％で，つぎに事務系サラリ

　ーマン，中小企業者が位置しでいる。所得別では，4

　万円以上のものが最も多く，2万円未満がこれについ

　でいる。旅行の日程では,1泊２日が，約60％で，半

数以上を占め，３日間が15.6％で，それ以上７日間ま

では少く，１週間が12％近くいる。長期間旅行者に

は，学生，主婦の団体旅行が上位をしめている。（日

本観光協会「余暇活動と旅行についての調査」）



　旅行への支出が，毎年増大しているということは，

他面では交通業，観光業などの発展となって表われて

いる。とくに，大企業経営の観光事業の宣伝活動は，

市民の欲望をかきたて余暇消費としての旅行費支出を

増大させている。

・増える余暇支出額　　娯楽の面についても，映画，

競馬，競輪，バー・ホール，マージャン，パチンコ，

スポーツ見物，釣り，ゴルフ，ドライブ，乗馬，ヨッ

ト，テエス，野球，その他スポーツなど余暇活動が増

大している。昭和36年に，　日本観光協会の調査による

年令別，職業別，所得別にみられる余暇活動のそれぞ

れの割合をみると表3－16のとおりである。

表3-16　興味をもつ余暇活動（全国）

５　家庭合理化，レジャー化用品の購入

・電気製品を中心とする:消費の増大　　家事労働の合

理化とレジヤー支出の増大は，最近の消費革命とよば

れるもののなかでも，もっとも目立つ現象である。さ

きに家具什器費の動きでみたように，横浜市も全都市

平均と同じように,35年で減少した消費は36年に急激

に上昇に転じた。家具什器費は34年に第１回の消費ブ

ームを経験したが，当時の主役はテレビであった。そ

うしてテレビ普及が一段落した36年以後は,電気冷蔵

庫，2台目のテレビとか，低所得階層へのテレビ普及

とか，あるいはその他の電気製品，家具などの耐久消

費財の購入と，その消費内容が多彩化してきている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
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だから,36年以後の電気製品を中心とする消費の増大

は，第２のブームとよぶにふさわしい。それは製品そ

のものの性能改善（コストダウンや月賦販売などに助

けられて今後も続きそうである。

・雑費増加の傾向　　また，レジャー支出という言葉

は主として雑費，なかでも教養娯楽費，通勤通学以外

の交通費，外食費，テレビ，ラジオ，電蓄などの耐久

消費財購入費,スポーツ用品費，交際費などをさして

いる。このうち，どれだけが本当の意味でのレジャー

消費といえるか，厳密には定義できない。

　横浜市の場合，家計調査でみると，教養娯楽費や交

際費をふくめた雑費は，明らかに増加傾向を示してい

る。それは35年１万１千322円から36年１万２千419

円，37年１万５千701円と増加し，消費支出に対する

割合では30.0％から33.1％,35.3％へと増大し，全都

市平均よりも支出額は，上回っている。しかし，前に

みたように，このうちの教養娯楽費の占める割合は，

まだかなり低いといわなければならない。
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･生活革新指数は110.0　　国民生活白書37年版は，

全都市平均を100とした場合の，生活革新指数という

ものを36年について算出している。これは，家事労働

合理化指数とか洋風化指数など10の指数から計算した

もので，内容的には，問題があるが一応の手がかりと

はなろう。それによれば，横浜市の生活革新指数は

110.0である。これは東京124.6,神戸119.6にっぐ

高い数値である。

・テレビ普及率は82％　　同じ資料は，電気器具その

他の耐久消費財の普及率をあげている。その最高はテ

レビ82.2%であって，電気洗濯機64.9％がこれにつ

ぐ。しかし，この両者とも東京および他の４大市より

は低い。電気ガマ普及率は40.9％であるが，電気冷蔵

庫と電気掃除機はともに29.8％と一段と落ちている。

トランジスター・ラジオは35.6％であるが，電気蓄音

機にいたっては23.1％にすぎない。いずれの普及率も

東京と比較すると，低位にとどまっている。いずれに

せよ，電気器具の購入は今後もまだ増加し，多様化す

る余地があると思われる。

・電話は100人に７台　　電話は，どのくらい家庭に

浸透しているであろうか。電話は，どちらかといえば

家庭用品としてではなく，事業用以外は特別の家庭に

おいてしか，見られなかった。しかし，近頃では，消

費水準の向上とともに，その普及は目覚しいものがあ

り，住宅用電話は過去４年間に７千576台から２万１

千161台と約３倍となっており，また，100人当り台

数で示される普及率も1.5となっており，また神奈川

県消費実態調査では，１千世帯にっき190台の電話普

及となっている。

図3－４　市内電話加入数の推移



表3-17　電話加入数６大都市比較（昭秘36年）

　これに加えて，産業分野からの電話需要も大きく，

その各年の推移は，図３－４に示されるとおり，約３

倍となっている。

　しかし６大都市と比べてみると，表3－17が物語る

ように，加入数，普及率ともに最低である。昭和37年

には,1万５千827の申込んでも電話のひけない数が

あるが，これとても，横浜の産業，生活水準の低さか

らか，または，申込んでも仕方がないという諦めか

らか，100人当りの申込積帯数を,6大都市と比べる

と，1.1であり，大阪の3.4を最高に他都市の2.0台

と比べて非常に小さい値を示している。

・自動車台数５万４千台　　つぎに，横浜市内の自家

用車について調べてみよう。37年３月末の登録車台数

は全部で５万３千820台であるが，このうち自家用が

その大部分の４万２千372台を占めている。けれども

この自家用というのは会社や事業所あるいは商店用の

貸物トラック，バスなどを含んでいる。普通乗用車で

自家用というのが812台，小型乗用車で自家用が１万

２千672台あるが，全部が厳密な意味での家庭用車と

はいえないと思われる。ただ，統計上からはこれ以上

の区別はできない。このほか，小型２輪軽自動車が

657台，軽２輪自動車が１万３千029台届け出されて

いるが，これまた家庭用のみではないであろう。

　　このほかの耐久消費財としては，カメラの普及率が

52.9％と高いことが目立つ,8,16ミリ普及率は5.8％

オルガンの普及率は，8.7％，ピアノは3｡8％であ

る。

．家庭合理化とレジャー利用のゆがみ　　以上みてき

　たように，家事労働合理化の発展は余暇時間を生みだ

　し，レジャ一用品購入は今後も高度化し多様化する傾

　向にあるけれども，基本的な生活条件の一つである住

　宅事情はなおきわめて不十分である。団地ができ，宅

　地造成が行なわれても，そこに居住するため集ってく

　る人びとは東京方面に通勤する者が多く，古くからの

　横浜市民の住宅事情は，たとえば，中区や南区にみら

　れるように，緩和が困難である。家事労働合理化もレ

　ジャー利用も，かなりゆがんだかたちで行なわれてい

　ることを忘れてはならないであろう。

　　また，家事労働の合理化によって生み出される余暇

　は，主婦を中心とする家庭だけの問題である。現実に

　生計を支えている世帯主にとっては，労働時間が短縮

　されないかぎり，レジャーを楽しむ時間があたえられ

　ていない。むしろ，レジャー用品の購入が家計を圧迫

しその普及化は持たざる者の劣等意識をかりたてるこ

　とにもなりかねない。生活水準の一般的上昇にもかか

　わらず，欠乏感はかえって強化される。

　だから，海や山の行楽地の混雑からレジャーブーム

　を感じとるにしても，真の意味での生活革新にはまだ

　前提条件がみたされていないこと，レジャーが本当の

意味でわれわれ市民の生活を充実させるようになるに
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　は，前途に多くの問題があることを知らねばならな

　いｏ

　６　被服費，光熱費における消費

　・衣料費支出は１世帯５万１千円　　被服費支出は，

　36年に比べて名目額で24％の増加，物価騰貴があるか

　ら，実質額では16.2％の増加となっている。被服費は

　衣料費と身のまわり品を含むが，衣料費支出は年間１

　世帯当り３万９千127円から５万１千117円に30.6％

　と大幅な増加を示し，身のまわり品は１万５千306円

　から１万８千672円と22%の増加である。衣料，身の

　まわり品ともに，特定品目の支出が増大したのでなく

　平均して内容が豊富化したためで，被服費が消費支出

　に占める割合も36年の11.9％から37年には12.5％

　と増加した。

　・増加するガス・電気比率　　光熱費は,36年１世帯

　1ヵ月の支出は，１千798円で，37年の２千042円に

　比べ，11.3％増加している。光熱費の消費支出に占め

　る割合は,36年4.996から4.6％と僅かに低下してい

　る。一方光熱費のうち,ガス・電気代の占める割合を

　ガス・電気代比率とする。この比率が高まることは，

　まき，炭にかわってガス，電気の使用が増えることで

　あり，家事の合理化を示しているｏこのガス電気比率

は，横浜市は，36年の62.2％から37年は70.6％と増加

している。また，全都市の平均63.9％よりも大分大き

　い。ただし，東京都の79.4％よりは低いから，まだ東

　京なみの合理化まで進んでないことになろう。

124　　消　　費


	page1
	page2
	page3
	page4
	page5
	page6
	page7
	page8
	page9
	page10

